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令和元年６月２６日(水)午後２時 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

■ 大阪府総合労働事務所が、６月１９日にまとめた府内の夏季一時金要求・回答・妥結状況は 
以下のとおりです。【単純平均（１組合あたり平均）】 

 
◇ 要求・回答・妥結額の水準 

 

区 分 
令和元年 

（第２報・６月１９日集計） 
平成３０年 

（第２報・６月２０日集計） 

要 求 
（４４４組合） 

７２１，４２２円 

（５１４組合） 

７１２，３６８円 

回 答 
（４２８組合） 

６３０，２７８円 

（４３８組合） 

６４１，５６９円 

 うち、妥結 
（３７７組合） 

    ６４２，２０６円 

（３８８組合） 

６５０，９４６円 

 
 
◇ 企業規模(従業員数)別回答・妥結状況 

 

企業規模 
（従業員数） 

集計 
組合数 

回答額（円） 

 

うち、妥結 

集計組合数 妥結額（円） 

２９９人 

以下の 

内訳 

２９人以下 ３８ ５７８，２６０ ３０ ６１９，８３４ 

３０～９９人 ７５ ５０４，４６２ ６５ ５１７，８７８ 

１００～２９９人 ９９ ５８０，８７６ ８９ ５８２，２７３ 

２９９人以下 ２１２ ５５３，３７４ １８４ ５６５，６４９ 

３００～９９９人 １０８ ６９２，３６１ ９５ ７０１，７５９ 

１，０００人以上 １０８ ７１９，１５７ ９８ ７２８，２１７ 

連 絡 先 

大阪府総合労働事務所 

地域労政課 寺本・大原 

▽直 通 06-6946-2605 

 
【単純平均】 

◇ 要求額   ７２１，４２２円 

◇ 回答額   ６３０，２７８円 

◇ 妥結額   ６４２，２０６円 
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◇ 産業別要求・回答・妥結状況【単純平均】 

 

要求組合 要求額 回答組合 回答額 妥結組合 妥結額
(組合） (円） （組合） （円） （組合） （円）

444 721,422 428 630,278 377 642,206

280 712,921 260 638,088 233 643,346

16 680,934 11 x 10 669,197

17 582,298 20 513,854 20 513,854

2 x 2 x 2 x

2 x 2 x 2 x

7 707,350 10 x 9 503,596

26 799,953 27 645,610 24 656,324

2 x 2 x 2 x

13 955,010 10 690,000 10 690,000

30 691,549 36 643,137 28 623,497

12 635,021 11 x 10 584,234

42 646,666 35 551,036 27 557,800

77 755,643 62 716,691 59 726,651

3 508,008 2 x 2 x

9 615,724 9 x 8 752,284

17 693,967 16 x 15 691,036

5 830,522 5 748,981 5 748,981

164 735,937 168 618,192 144 640,362

8 767,772 8 728,140 8 728,140

5 871,625 25 961,396 20 1,061,764
うち、通信・放送 4 2,115,094 4 2,115,094
うち、情報サービス 1 x 5 x 4 920,218
うち、情報制作（出版等） 4 x 16 x 12 757,836

84 766,932 58 490,763 55 496,132
うち、私鉄・バス等 5 845,424 4 641,366 4 641,366
うち、道路貨物輸送 72 759,774 41 x 39 446,206
うち、郵便業
うち、その他 7 784,488 13 x 12 609,981

39 647,598 41 583,586 36 587,219

3 906,403 3 843,478 3 843,478
うち、金融・保険業

うち、不動産業 3 906,403 3 843,478 3 843,478
うち、物品賃貸業

1 x 2 x 2 x

1 x 1 x 1 x

1 x 2 x 1 x

9 706,896 13 474,763 5 592,824
うち、教育・学習支援業 2 x 1 x 1 x
うち、医療・福祉 7 x 12 x 4 x

13 718,425 15 676,339 13 692,069
うち、複合サービス事業 3 688,393 6 578,771 6 578,771
うち、自動車整備・機械修理 3 629,202 2 x 2 x
うち、賃貸・広告業 1 x 1 x
うち、その他 6 x 6 723,876 5 x

 また、秘匿した数字が差引計算により判明する場合は、さらに他の箇所を「x」で表示しています。

製造業計

要求状況 回答状況 妥結状況

非鉄金属

食料品・たばこ

繊維、衣服

木材、家具・装備品

パルプ・紙・紙加工品

印刷・同関連

化学

石油・石炭製品

プラスチック製品

ゴム、皮革製品

窯業・土石製品

鉄鋼

電気・ガス・熱供給・水道業

金属製品

機械器具

電子部品・デバイス

電気機械器具

情報通信機械器具

輸送用機械器具

その他の製造

非製造業計

農林水産業

鉱業・採石・砂利

建設業

全産業計

複合サービス業、サービス業

※ 集計組合が１又は２の場合は、当該の個別情報を秘匿するために「x」で表示しています。

学術研究、専門・技術サービス業

飲食店、宿泊業

生活関連サービス業、娯楽業

医療、福祉、教育、学習支援業

情報通信業

運輸業 ・郵便業

卸売・小売業

金融・保険、不動産、物品賃貸業
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【参考】 
 

◇ 支給月額が算出可能（平均賃金が明らか）な３１２組合における妥結状況 
 

                                               （単純平均） 

区分 平均賃金 妥結額 支給月数 

妥結 ２８３，８７３円 ６５９，５９０円 ２．３２か月 

※本結果は、第２報時点で妥結済みの３７７組合を母数としています。 

 

 

◇ 妥結額が明らかな同一組合における対前年比較 
 

（単純平均・集計対象組合数：２９１組合） 

区分 令和元年 平成３０年 対前年比金額（率） 

妥結 ６５１，８３７円 ６５４，７９５円 ▲２，９５８円（▲０．５％） 

※本結果は、第２報時点で妥結済みの３７７組合のうち、前年の妥結額も明らかな同一の２９１組合で 

比較したものです。なお、本結果の詳細については、詳細分析報告にて発表します。 

 

 

  【今後のホームページでの公表予定】 
 

    最終報：７月３１日（水曜日） 

    詳細分析報告：８月６日（火曜日） 

 

 

◆総合労働事務所 ホームページ 

・調査資料一覧 

    http://www.pref.osaka.lg.jp/sogorodo/chousa/list3505.html 
   ※右のＱＲコードからもご覧いただけます。 
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